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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成27年4月9日(2015.4.9)

【公開番号】特開2013-182207(P2013-182207A)
【公開日】平成25年9月12日(2013.9.12)
【年通号数】公開・登録公報2013-050
【出願番号】特願2012-47090(P2012-47090)
【国際特許分類】
   Ｇ０３Ｂ  21/14     (2006.01)
   Ｇ０３Ｂ  21/00     (2006.01)
   Ｇ０２Ｆ   1/13357  (2006.01)
   Ｇ０２Ｆ   1/13363  (2006.01)
   Ｇ０２Ｆ   1/13     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  27/28     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  19/00     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ   5/30     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０３Ｂ   21/14     　　　Ｚ
   Ｇ０３Ｂ   21/00     　　　Ｄ
   Ｇ０２Ｆ    1/13357  　　　　
   Ｇ０２Ｆ    1/13363  　　　　
   Ｇ０２Ｆ    1/13     ５０５　
   Ｇ０２Ｂ   27/28     　　　Ｚ
   Ｇ０２Ｂ   19/00     　　　　
   Ｇ０２Ｂ    5/30     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成27年2月23日(2015.2.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０６】
　図５（ａ）に示すように、比較例のプロジェクターの照明像は、照度ムラが生じている
。これに対し、図５（ｂ）及び図５（ｃ）に示すように、実施例のプロジェクターの照明
像は、いずれも照度ムラの発生が抑制されている。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０７】
　なお、本実施形態のプロジェクター１０００では、第１固体光源５２から射出された光
を拡散させる拡散部材として回転拡散板７０を用いたが、拡散部材はこれに限らない。例
えば、第１固体光源５２から射出された光の入射方向に対して交差する方向に振動可能な
拡散板を用いてもよい。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０１２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２５】
　第１固体光源５２から射出されλ／２板６３に入射した直線偏光の偏光方向とλ／２板
６３の光学軸の方向とのなす角は、回転拡散板７０の回転に伴って－９０°から９０°の
間で変化する。そのため、時間積分すれば、偏光変換素子９３に入射する光はＰ偏光とＳ
偏光とを概ね等しい割合で含む光となる。このため、偏光変換素子９３のいずれのいずれ
の射出領域Ｓ２Ａ，Ｓ２Ｂからも互いに強度が概ね等しい光が射出される。よって、照度
ムラの発生を抑制することができ表示品質に優れたプロジェクター１００３を提供するこ
とができる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２９】
　図９に示すように、本実施形態に係るプロジェクター２０００は、複屈折素子としての
λ／２板が設けられていない点、第１光源アレイ１５０に２種類の固体光源１５２，１５
３が配置されている点で上述の第１実施形態に係るプロジェクター１０００と異なってい
る。その他の点は上述の構成と同様であるので、図２と同様の要素には同一の符号を付し
、詳細な説明は省略する。なお、図９においては、便宜上、第２光源アレイ１０、ダイク
ロイックミラー２２などの部材の図示を省略している。
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